
国  厚生労働省発保第0壬主00001号  

平成18年8月 9 日  

中央社会保険医療協議会  

会 長 土田 武史 殿  

厚生労働大臣  

川 崎  二 郎  

諮 問 書  

（入院時生活療養費の額の算定に関する基準、評価療養及び選定療養の指定等について）   

健康保険法（大正11年法律第70号）第82条第1項、第85条第3項、第85条の  

2第3項及び第86条第3項並びに老人保健法（昭和57年絵律第80号）第30条第  

1項、第31条の2第8項、第31条の2の2第5項及び第31条の3第4項の規定に基  

づき、保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和32年厚生省令第15号）、保  

険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和32年厚生省令第16号）、老人保健  
睦の規定による医療並びに入院時食事療養費及び特定療養費に係る療養の取扱  

Vへ及び担当に関する基準（昭和58年厚生省告示第14号）、夢療報酬の算定方法  

（平成18年厚生労働省告示第92号）及び入院時食事療養費に係る食事療養の  

費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第99号）を別紙1から5  

までのとおり改正し、「厚生労働大臣の定める評価療養及び選定療養」を別紙6の  

とおり、「保険外併用療養費に係る療養の費用の額の算定方浜」を別紙7のとおり  

定めることについて、貴会の意見を求めます。   



別紙1   

保険医療機関及び保険医療養担当規則（改正案）  

現  行  改  正  案   

（療養の給付の担当の範囲）  

第一条 保険医療機関御節五条及   

び第草条の四野郎しが担当する療養の給   

付並びに被保険者及び被保険者であった者並びにこれらの者の   

被扶養者の療養（以下単に「療養の給付」という。）の範囲は、   

次のとおりとする。   

一～五 （略）   

（療養の給付の担当の範囲）  

第一条 保険医療機関が担当する療養の給付並びに被保険者及び   

被保険者であった者並びにこれらの者の被扶養者の療養（以下   

単に「療養の給付」という。）の範囲は、●次のとおりとする。  

一～五 （略）   

（掲示）  

第二条の六 保険医療機関は、’その病院又は診療所内の見やすい   

場所に、第五条の三第四項及び第五条の四第二項に規定する事   

項のほか、別に厚生労働大臣が定める事項を掲示しなければな 

らない。   

（掲示）  

第二条の六 保険医療機関は、その病院又は診療所内の見やすい  

場所に、第五条の三第四項、第五条の三の二第  四項及び第五条  

の四第二項に規定する事項のほか、別に厚生労働大臣が定める  

事項を摘示しなければならない。   

（一部負担金等の受領）  

第五条 保険医療機関は、被保険者又は被保険者であった者につ   

いては法第七十四条の規定による一部負担金、法第八十五条に   

規定する食草琴養嘩準負担額（同条第二項の規定により算定し   

た費用の額が標準負担額に滴たないときは、当該費用の額とす  

（一部負担金等の受領）  

第五条 保険医療機関は、被保険者又は被保険者であった者につ   

いては法第七十四条の規定による一部負担金、法第八十五条に   

規定する標準負担額（同条第二項の規定により算定した費用の  

額が標準負担額に満たないときは、当蕨費用の額とする。以下  
単に「標準負担塵」という。）及び法第八十六条の規定による  
療養（食草鍵十雲葬第⊥項第五引こ掲ぜ  
る療養と併せて行うものに限る。、以下「食事療養」という。）  

る。以下単に「食事療養標準  担額」という。）又  
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を除く。）についての費用の額に法第七十四条第一項各号に掲  

げる場合の区分に応じ、同項各号に定める割合を乗じて得た額  

（食事療養を行った場合においては準準負担率を加えた額とす  

る。）の支払を、被扶養者については法第七十六条第二項、第  

八十五条第二項又は第八十六条第二項第一号の費用の額の算定  

の例により算定された費用の額から法第百十条の規定による家  

族療養費として支給される額に相当する額を控除した額の支払  

を受けるものとする。  

は、当隊、一川］の－－－とする 以下至削こ「生活療養標牒堰拍織」と  

也及び法第ノけ六条の規定による療養（雛攣遁  

二項帝・・・号に規定する食事療整（以下「．事療養」という、）  

及び同琴舞手引こ規定嘩  

を除く。）についての費用の額に法第七十四条第一項各号に掲  

げる場合の区分に応じ、同項各号に定める割合を乗じて得た額  

（食事療養を行った場合において  準負担額を加え  

皇祖蛙、生造壁草堂缶？皐塵金星重りて些生活摩茎腰登壇華  

塵を加えた額とする。）の支払を、被扶養者については法第七  
十六条第二項、第八十五条第二項、  八十五条の二  二項又は   

第八十六条第二項第∵号の費用の額の算定の例により算定され   

た費用の額から法第百十条の規定による家族療養費として支給   

される額に相当する額を控除した額の支払を受けるものとす   

る。  

2 保険医療機関は、食事療養に関し、当該療養に要する費用の  

範囲内において法第八十五条第二項又は第百十条第三項の規定  

により算定した費用の額を超える金額の支払を、坦   

し 当該療敷こ する漱用の範囲内におい壬狙ゝ二卜亙金型二  

第二項又は第百十条夢三項恥した費用の額を超  

2 保険医療機関は、食事療養に関し、当該療養に要する費用の  

範囲内において法第八十五条第二項又は第百＋条第三項の規定  

により算定した費用の額を超える金額の支払を、  法第六十三条  

第二頓に規定する選定療養に関し、当該療養に要する費用の範  

囲内におレ予て法第八十六条第二項又は第百十条第三項の規定に  

より算定した費用の額を超える金額の支払を受けることができ  

る。  

える金額の支払を、  三条第二項第三号  に規定する評価  

壁養」以下「評価療養」という。）又は同噴射四号に規定する  

’準星抑1に関し、当該療養に要  
する費用の範囲内において洛第八十六条第二項又は第百十条第  

三項の規定により算定した費用の額を超える金額の支払を受け  

ることができる。  

（削除）   準定率琴保険卿草で  第五条の二   
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あった者については法第八十六条の規定による療養（食事療  

養を除くJについての費用の額に法第七十四条第一項各号に  

掲げる卿る割合を乗じて得  

た塵（食事療養を行った場合においては標準負担額を加重た額  

とす卑湖迭養割こついては法夢七十六条第二項、  

第八十五条第二項又は第八十六条第二項第一号の費用の額の算  

定の例により算定された費用の額から法第百十条の規定による   

家族療養費として支給される額に相当すを準を控除しを翠の支   

払を受けるものとする。  

旦 準定率認保険医療機関は、嘲特定承認保険医   

療機関において高度先進医療として厚生労働大臣の承認を受け  

た療養その他厚生労働大臣の定tめる療養に関し、当該療養に要  

する費用の範囲内において牡第八十六条第二項又は第百十条第  

三項の規定により算定・した費用の額を超える金額の支払を受け  

ることができる。   

（領収証の交付）  

第五条の二 保険医僚機関は、弟条の規定により患者から費用の  

（領収言正の交付）  

第五条のこの二 保険医療機関は、塾三条の規定により患者から   

費用の支払を受けるときは、正当な理由がない限り、個別の費   
用ごとに区分して記載した領収証を無償で交付しなければなら   

ない。   

支払を受けるときは、正当な理由がない限り、個別の費用ごと  
に区分して記載した領収証を無償で交付しなければならない。   

（食事療養）  

第五条の三  保険医療機関は、その入院患者に対して食事療養を   

行うに当たっては、病状に応じて適切に宣iとともに、その提   

供する食事の内容の向上に努めなければならない。   

（食事療養）  

第五条の三 保険医療機関は、その入院患者に対して食事療養を   

行うに当たっては、病状た応じて適切に行わなければならない   

とともに、その提供する食事の内容の向上に努めなければなら   

ない。  



2 保険医療機関は、食事療養を行う場合には、次項に規定する  2 保険医療機関は、食事療養を行う場合には、次項に規定する  

場合を除き、嘩準負担蓼の支払を受けることにより食事を提供   

するものとする。  

3 保険医療機関は、第五条第二項閲項の規定による   
支払を受けて食事療養を行う場合には、当該療養にふさわしい   

内容のものとするほか、当該療養を行うに当たり、あらかじめ、   

患者に対しその内容及び費用に関して鋭明を行い、その同意を   

得なければならない。  

4 （略）  

準負担  の支払を受けることにより食   場合を除き、  

事を提供するものとする。  

3 保険医療機関は、第五条第二項の規定による支払を受けて食   

事療養を行う場合には、当該療養にふさわしい内容のものとす   

るほか、当該療養を行うに当たり、あらかじめ、患者に対しそ   

の内容及び費用に関して説明を行い、その同意を得なければな   

らない。  

4 （略）  

（生活療養）  

保険医療機関は、その入院患者に対して生墾療  五条の三  

養を行うに当たっては、病状に応じて適切に行うとともに、そ  

の提供する食事の内容の向上及び温度、照明及び給水に関する   

適切な療養環境の形成に努唾ければならない  

乙 保険卿  

抑食  

事を凝供レ御   

成するものとする。  

旦 保険医痛機関は、節真東第二項の規定Irよる支払を受けて生  

卸す  

旦鱒潤めし巌削こ翠tそ   
の内容及び費用に関して説明旦窄い、その同憑を得なければな  

らない。  

生 保険医涜機関は、その病院又は診、所の病棟等の見やすい妙   

所に、前項の城養の内容．■′び 用に関する市境を掲示しなけれ   

ばならない。   
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（嘩定療準費に係る療養の基準等） 第五条の四 保険医療機関は、法第フ  （保険外併用療養費に係る療養の基準等）  

三条第二項に  規定するi輩  第五条の四 保険医療機関は、評価療養又  は選定療養に関  して第  
定療養に関  して第五条第二項の規定による支払を受けようとず  五条第二項の規定による支払を受けようとする場合において、  

当該療養を行うに当たり、その種輝及び内容に応じて厚生労働  

大臣の定める基準に従わなければならないほか、あらかじめ、  

患者に対しその内容及び費用に関して鱒明を行い、その同意を  

得なければならない。  

る場合において、嘩定率蕗保険医療嘩蝉  

醸その他畢墜働対  

療養を剋て同項の規定による支払を受けようとする場合にお  

当該療養を行うに当たり、その種類及び内容に応じて厚   

生労働大臣の定める基準に従わなければならないほか、あらか   

じめ、患者に対しその内容及び費用に関して説明を行い、その   

同意を得なければならない。  

2 （略）   2 （略）   

（特殊療法等の禁止）  

第十八東 保険医は、特殊な療法又は新しい療法等については、   

厚生労働大臣の定めるもののほか行ってはならない。ただし、  

（特殊療法等の禁止）  

第十八条 保険医は、特殊な療法又は新しい療法等については、   
厚生労働大臣の定めるもののほか行ってはならない。   

準定郵郡紺卿三第ブ鄭こ規定す  

る高度先進医療である療養については、この限りでない。   

（使用医薬品及び歯科材料）  

第十九条 保険医は、厚生労働大臣の定める医薬品以外の薬物を   

患者に施用し、又は処方してはならない。ただし、薬事法（昭   

和三十五年法律第百四十五号）第二粂第十五項に規定する治験   

（以下「治験」という。）に係る診療において、当該治験の対   

象とされる薬物を使用する場合その他厚生労働大臣が定める場   

合においては、この限りでない。  

2 歯科医師である保険医は、厚生労働大臣の定める歯科材料以  

（使用医薬品及び歯科材料）  

第十九条 保険医は、厚生労働大臣の定める医薬品以外の薬物を   

■患者に施用し、又は処方してはならない。ただし、薬事法（昭   

和三十五年法律第百四十五号）第二条第十五項に規定する治験   

（以下「治験」という。）に係る診療において、当該治験の対   

象とされる薬物を使用する場合その他厚生労働大臣が定める場   

合においては、この限りでない。  

2 歯科医師である保険医は、厚生労働大臣の定める歯科材料以   



外の歯科材料を歯冠修復及び欠損補綴において使用してはなら  

ない。ただし、治験に係る診療において、当該治験の対象とさ  

れる機械器具等を使用する場合その他厚生労働大臣が定める場  

合においては、この限りでない。  

（削除）   

外の歯科材料を歯冠修復及び欠損補綴において使用してはなら   

ない。ただし、治験に係る診療において、当該治験の対象とさ   

れる機械器具等を使用する場合その他厚生労働大臣が定める場   

合においては、この限りでない。  

且御重医療、て行う第畢条のこ第二   

項に規定する高度先進医療である療養については、前二項の規  

定は適用しない   

（診療の具体的方針）  

第二十条 医師である保険医の診療の具体的方針は、前十二条の   
規定によるほか、次に掲げるところによるものとする。   

一′－七 （略）   

（削除）   

（診療の具体的方針）  

第二十条 医師である保険医の診療の具体的方針は、前十二条の   

規定によるほか、次に掲げるところによるものとする。   

－～七 （略）  

△ 次に掲げる睦壁の治療方針、治療基準及び治腑方法は、惇   

隼労働大臣郎   

による。  

性病の治療  イ
言
一
ハ
ニ
ニ
ホ
こ
l
ト
 
 
 

結核の治療  

の治療  

塑性旦盈、 

精神科の治療   

抗生物質製剤阜主よる治療  

型敵性腺刺戟  

ホルモンによる治療   

（歯科診療の具体的方針）  

第二十一条 歯科医師である保険医の診療の具体的方針は、第十   
二条から第十九条の三までの規定によるほか、次に掲げるとこ   

（歯科診療の具体的方針）  

第二十一条 歯科医師である保険医の診療の具体的方針は、第十   
二条から第十九条の三までの規定によるほか、次に掲げるとこ  



ろによるものとする。  

一～九 －（略）  

ろによるものとする。  

－～九 （略）  

（削除）   十 次に掲げる  治療の治療方針、  治療基準及び治療方法は  



別紙2   

保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（改正案）  

改  正  案   現  行  

（患者負担金め受領）  

第四条 保険薬局は、被保険者又は被保険者であった者について   

は法第七十四条の規定による一部負担金並びに法第八十六条の   

規定による療養についての費用の額に法第七十四条第一項各号   

に掲げる場合の区分隼応じ、同項各号に定める割合を乗じて得   

た額の支払を、．被扶養者については法第七十六条第二項又は第   

八十六条第二項第一号の費用の額の算定の例により算定された   

費用の額から法第百十条の規定による家族療養費として支給さ   れる額剋Lに相   
当する額を控除した額申支払を受けるものとする。  

2 保険薬局は、睦第六七三粂第二項第三号に規定±旦評価療整  

（患者負担金の受慣）  

第四条 保険薬局は、被保険者又は被保険者であった者について   
は法第七十四条の規定による一部負担金並びに牡第八十六条の   

規定による療養についての費用の宅削こ法第七十四条第一項各号   

に掲げる場合の区分に応じ、同項各号に定める割合を乗じて得  

項 、第八  た額の支払を、被扶養者については法第七十六条第二   

十五条第二項又は第八十六条第二項第一号の費用の額の算定の  

例により算定された費用の額から法欝百十条の規定による家族  

療養費として支給される額に相当する額を控除した額の支払を  

受けるものとする。  

六 十三粂第二項に規定する選定療養に閲し 、  2 保険薬局は、法第   

四号に規定する選定療養に閲し、当該療養に要する  当該療養に要する費用の範囲内において、牡第八十六条第二項  
又は第百十条第三項の規定により算定した費用の額を超える金  

額の支払を受けることができる。  

又は同   

費用の範囲内において、法第八十六条第二項又は第百十条第三  

項の規定により算定した費用の額を超える金額の支払を受ける  

ことができる。  
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別紙3  

老人保健法の規定による医療並びに入院時食事療衰費及び特定療養費に係る療養の取扱い及び担当に   

関する基準（改正案）  

現  行  改  正  案  

老人保健汝の規定による医療並びに入院時食事療養費及び特定療  

養藍に係る療養の取扱い及び抵当に関する基準  

老人保健法の規定による医療並びに入院時食事療養費」△塵堕生  

活嘩拳費及び保険外併用療養費に係る療養の取扱い及び担当に関  

する基準  

（医療及び些定療養費に係る療養の取扱いの範囲）  

第一粂 老人保健法（昭和五十七年法律第八十号。以下「法」と   

いう。）第二十五条第三項の保険医療機関等である病院塁上i  

は診療薮蝉   

認保険医療機関（以下「保険医療機関等」という。）が取り扱う   

老人保健陰による医療及び些定鱒巻頭に係る療養（以下「医療   

及び準星空襲費に係る療養」という。）の範囲は、次のとおり   

とする。   

－～五 （略）  

（医療及び嘩喚卦併用唾壁具に係る療養の取扱いの範囲）  

第一粂 老人保健法（昭和五十七牛浜律第八十号。以下「法」と   

いう。）第二十五条第三項の保険医療機関等である病院茎旦盈   

壁匪獅が取り扱う老人保健法   

による医療及び保険外併用療養費に係る療養（以下「医療及び  

保険外併用療養費に係る療養」  という。）の範囲は、次のとお  

りとする。  

ー～五 （略）   

（医療及び特定療養費に係る療養の取扱方針）  

第二粂 保険医療機関等は、懇切丁寧に医療及び特定鱒襲費に係   

る療養を取り扱わなければならない。  

2 保険医療機関等が取り扱う医療及び準星療養費に係る療養   

は、老人の心身の特性を麟まえて、患者（法の規定による医療   

を受けることができる看である患者をいう。以下同じ。）の療   

養上妥当適切に行われなければならない。この場合において、  

（医療及び保険外飲用療養畳に係る療養の取扱方針） 第二条 保険医療機関等は、懇切丁寧に医療及び保険外併用療養  
畳に係る療養を取り扱わなければならない。  

2 保険医療機関等が取り扱う医療及び保匪外併用療養費に係る  

療養は、老人の心身の特性を踏まえて、患者（法の規定による   

医療を受けることができる看である患者をいう。以下同じ。）   

の療養上妥当適切に行われなければならない。この場合におい   



特に次に掲げる事項に配著しなければならない 。．．  

－ 主として老人慢性疾患の患者を入院させる保険医療機関等   

その他の保険医療機関等が取り扱う長期入院患者に対する医  

て、・特に次に掲げる事項に配意しなければならない。  

一 主として老人慢性疾患の患者を入院させる保険医療機関等   

その他の保険医療機関等が取り扱う長期入院患者に対する医   

療及び興塗外傍堰嘩畢単に係る療養は、漫然かつ画一的なも   

のとならないこと。  

二 保険医療機関等は、老人の生活の質の確保に資する見地か   

ら、患者の家庭における療養生括を支援し、必要な医療及び   

嘩財避甥嘩養費に係る療養を妥当適切に提供するよう努め   

ること。  

療及び特定療養費に係る療養  は、漫然かつ画一的なものとな   

らないこと。  

二 保険医療機関等は、老人の生活の質の確保に資する見地か   

ら、患者の家庭における療養生活を支援し、必要な医療及び  

螢定壁拳鄭こ係る療養を妥当適切に痙供するよう努めるこ   

と。  

第二条の三 保険医療機関等は、その担当する医療及び匪匪外壁  

（適正な手続の確保）  （適正な手続の確保）  

第二条の三 保険医療機関等は、その担当する医療及び特牢療襲   

盈に係る療養に関し、厚生労働大臣又は都道府県知事に対する   

必要な申請、届出その他の手続並びに医療及び準星琴拳費に係   

る療養に要す尋費用の請求に係る手続を適正に行わなければな  らない。   
（老人保健事業の健全な運営の確保）  

第二粂の西 保険医療機関等は、その担当する医療及嘩摩重   

畳に係る療養に閲し、老人保健事業（津による保健事業のうち   
医棟（医療費の支給を含む。）及び準壁重義費の支給（医療費の   
支給を含む。）をいう。以下同じ。）の健全な運営を損なうこと   

のないよう努めなければならない。   

（特定の保険薬局への誘導の禁止）  

第二条の五 保険医療機関等は、当該保険医療機関等において医   

療及び嘩翼に係る療養を担当する医師又は歯科医師（以  

用療養費に係る療養に閲し、  厚生労働大臣又は都道府県知事に  

対する必要な申請、届出その他の手続並びに医療及  

周嘩筆勢に係る療養に要する費用の請求に係る手続を適正に行  

わなければならない。   

（老人保健事業の健全な運営の確保）  

第二条の四 保険医琴機関等は、その担当する医凍及び鎧墜牡匪  

用療養費に係る療養に閲し、  老人保健事業（陰による保健事業   

のうち医療（医療費の支給を含む。）及び保険ダ噂埋摩華里の支   

給（医療費の支給を含む。）をいう。以下同じ。）の健全な運営   

を損なうことのないよう努めなければならない。   

（特定の保険薬局への誘導の禁塵）  

第二粂の五 保険医療機関等は、当該保険医療機関等において医   

療及び保険外併用療養費に係る療養を担当する医師又は歯科医  

10   



下「保険医」という。）の行う処方せんの交付に閲し、患者に  

対して特定の保険薬局において調剤を受けるべき旨の指示等を   

行ってはならない。  

2 （略）  

師（以下「保険医」という。）の行う処方せんの交付に関し、患  

者に対して特定の保険薬局において調剤を受けるべき旨の指示  

等を行ってはならない。   

（略）  

（掲示） 第二粂の六 保険医療機関等は、その病院又は診療所の見やすい  場所に 
、第五条の三第四項及び第五条の四第二項に規定する事   

項のほか、別に厚生労働大臣が定める事項を掲示しなければな   

らない。  

（掲示） 第二条の六 保険医療機関等は、その病院又は診療所の見やすい  
場所に、第五条の三第四項、第五条の  の二第四項及  び第五条  

の四第二頓に規定する事項のほか、別に厚生労働大臣が定める  

事項を掲示しなければならない。   

（受給資格の確認）  

第三条 保険医療機関等は、患者から医療又は特定療養費に係る   

療養を受けることを求められた場合には、その昔の提示する健   

康手帳によって医療を受ける資格があることを確かめなければ  

ならない。ただし、緊急やむを得ない事由によって健康手帳を   

捏示することがセきない患者であって医療を受ける資格がある  

サニとが明らかであるものについては、この限りでない。  

2 保険医療機関等は、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）   

第八条第二十五項に規定する介護老人保健施設（以下「介護老   

人保健施設」という。）の入所者である患者（以下「施設入所者」   

という。）から医療又は特電療養費に係る療養（医科に係るもの   

に限る。）を受けることを求められた場合には、その者の提示   

する健康手帳によって施設入所者であることを確かめなければ   

ならない。   

（医療及び準星壁重畳に係る療養の記録の記載）  

一（受給資格の確認）  

第三条 保険医療機関等は、患者から医療又は保険外併用  療養費   

に係る療養を受けることを求められた場合には、その者の提示   

する健康手帳によって医療を受ける資格があることを確かめな   

ければならない。ただし、緊急やむを得ない事由によって健康   

手帳を提示することができない患者であって医療を受ける資格   

があることが明らかであるものについては、この限りでない。  

2 保険医療機関等は、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）  

第八粂第二十五項に規定する介護老人保健施設（以下「介護老   

人保健施設」という。）の入所者である患者（以下「施設入所者」   

という。）から医療又は嘩曝外併周療養費に係る鱒養（医科に係   

るものに限る。）を受けることを求められた場合には、その者   

の提示する健康手帳によって施設入所者であることを確かめな   

ければならない。   

（医療及び保険外併用療養費に係る療養の記録の記載）  
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第四条 保険医療機関等は、患者に対して行った医療及び壁宣塵   

畳畳に係る療養に関し、その者の腱康手帳の医療の記銀に係る   

ページに必要な事項を記載しなければならない。  

第四条 保険医療機関等は、患者に対して行った医療及び盤盤生   

壁畢療養費に係る療養に閲し、その者の健康手帳の医療の記録   
に係るページに必要な事項を記載しなければならない。   

（一部負担金の受領等）  

第五条・嘩険医療機関筆は、法第二十八条の規定による一部負担   
金、法第三十一条の二第二項の規定による食事療養標準負垂額  

（一部負担金の受蘭等） 第五条 法第二十五条第三項の保険医療機関等である病院又は診   

瞭所ぶ‾Fこの条及ぜ第五条の四第一項において「保険医療機   

関」という。）は、法第二十八条の規定による一部負担金及び   
法第三十一条の二第二項の規定による堕準負些畢（同項の規定   

により算定した費用の額が壊準負襲撃に満たないときは、当該   

費用の額とする。以下単に「狸準負担額」という。）の支払を   

受けるものとする。  

（同項の規定により算定した費用の  

満たないときは、当該費用の額とする。以下単に「食事療養梗  

という。）盈閻郵こ現星  準負担額」   

する生睦療養標準負担額（同項の規定阜こより算定した費用の  

が生活療養標準負担額に満たないときは  とする  

以下単に「生活療養棲準負  という。）の支払を受けるも   

のとする。  

2 嘩喫摩療機関等は、法襲±土嚢鞋雛壇  
鮒に閲し、当該療養に要する   
費用の範囲内において法第三十一条の二第二項の規定により算  

定した費用の額を超える金額の支払を、津野士七条箪三琴箪三   

号に規定主互生活撫養（以下「生活嬢謹」という）に関し、   

当該療養に要す董費用の範嗣内において法第二十・粂のこの二  

重≡項の規定により算定した費用の額を超え多食額の支払を、  

2 作険医療機関は、・一事の軽快たる療養（法／・、チー±盈塵重畳邑  

埠姐う。）   
に関し、当該療養に要する費用の範囲内において法第三十一条   

の二第二項の規定により算定した費用の額を超える金額の支払   

を、法第三十∵条の三第働規定する選定療養に関し、  
に おいて同条第二項に規定する  当該療養に要する費用の範囲内   

特定療養費算定額を超える金額の支払を受けることができる。  
（以下  二項第三号に規定する   

という．、）又は同項第四号に：起する選定療項匡（ぶ－－√「選定酔  

養」という。）に閲し、当該療養に要する費用の範囲内におい  

て法第三十一条の三第二項に規定する保険外併用寮養費算定蓼  

を超える金額の支払を受けることができる。  
3 保険医凍機関等は、  厚生労働大臣が指定する保険医療機関の   関 は、厚生労働大臣が指定する保険医療機関の病  3 保険医療機  
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棟における医療及び準星軽重畳に係る療養に関して前二項の規  

定による支払を受けようとする場合において、当該医療及び堕  

桓壁拳費に係る療養を行うに当たり、あらかじめ、患者に対し  

その受領方法に関して説明を行わなければならない。  

保 険外併用療養費に  病棟における医療及び   係る療養に関して前  

二項の規定による支払を受けようとする場合において、当該医  

療及び保険外併用療華襲に係る療養を行うに当たり、あらかじ  
め、患者に対しその受領方法に関して説明を行わなければなら  

ない。  

第五条の二 法第三十一条の三第一項第一号に規定する特定承認  （削除）  

保険医療機関く次項、次条第一項、第十八条、第十九条第三項  

及び第三十条にお  「特定承藷保険医療機関」という。）は  

準夢二十八草鱒  

塾二三q旦」呈墜二剋負担斜こ相当する額及び標準負担額の合算   

額）に相当する額の支払を受けるものとする。  

2 特定承認保険医療機関は、食事療養及び保険医療機園及び保  
険医療養担当規則（昭  和三十二年厚生省令第十五号。以下「療  

担規則 という、）第五条の二第二些蛙規定する高度生涯医療  
竺堅尋嘩憂（当確埋  
険薬局の指定並びに特定承認保険医療機関の承認並びに錦険瞑  

及抑三年厚生省令夢  

土三部第車重嘩として  

原生労働大臣の承認を受けて行うものに限る。以下同じい）そ  

の他別に厚生労働大臣が定める療養に関し、当該療養に要する  
費用の 洞内において法第三十・‥条の三窮二墜昼規定する特定  

療養費算定観を超ぇる金額噸  

（領収貢正の交付）  

登五条担三 保険医療機関等は、塾象の規定に皐り．患者から費用   

の支払を受けるときは、正当な理由がない限り、個別の費用ご  

（領収証の交付）  

第五条のこの二 保険医療痍由等ほ∴塾三条の規定により患者か   

ら費用の支払を受けるときは、正当な理由がない限り、個別の  
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費用ごとに区分して記載した頗収証を無償で交付しなければな  

らない。  

とに区分して記載した領収証を無償で交付しなければならな  

い。   

（食事療養）  

第五条の三 保険医療機関等は、その入院患者に対して食事療養  

（食事療養）  

第五条の三 保険医療機関等は、その入院患者に対して食事療養   

を行うに当たっては、病状に応じて適切に亘且とともに、その   

提供する食事の内容の向上に努めなければならない。   

2 保険医療機関等は、食事療養を行う場合には、次項に規定す   

る場合を除き、食草療孝標準負卑墾の支払を受けることにより   

食事を提供するものとする。  

3 保険医療機関等は、第五条第二項の規定による支払を受けて   

食事療養を行う場合には、当該療養にふさわしい内容のものと   

するほか、当該療養を行うに当たり、あらかじめ、患者に卸し   

その内容及び費用に関して説明を行い、その同意を得なければ   

ならない。  

4 （略）   

を行うに当たっては、病状に応じて適切  に行われなければなら   

祉とともに、その提供する食事の内容の向上に努めなければ   

ならない。  

2 保険医療機関等は、食事療養を行う場合には、次項に規定す   

る場合を除き、狸準負担埋の支払を受けることにより食事を提   

供するものとする。  

3 保険医療機関等は、第五条第二項又は前条第二項の規定によ   

る支払を受けて食事療養を行う場合には、当孫療養にふさわし   

い内容のものとするほか、当骸療養を行うに当たり、あらかじ   

め、患者に対しその内容及び費用に関して説明を行い、その同   

意を得なⅠナればならない。  

4 （略）  

（生活療養）  

第五条の三の二  保険医凍機関等は、その入院患者に対して生活  
堕塾生正也も＿遡状に応じて適切に行うとともに、   

そ型提供する食閻の内容の向上及び温膣、照明一び給水に関す  

る適切な療養環境の形成に努めなければならない  

旦 睦趣医療機閥等は、生活療養を行う墳一合には、次項に規定す  
阜蓼令を匪き嘩  

食事を提供し、温度、照明及び給水に関する適切な療養環境を  

形成する  ものとする   
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邑保曝医蜃機関等は、昭  

生活療養を行う場合には、潮さわしい内容のものと  

するほか、  当該療養を行うに当たり  、あらか  じめ、患者に対し  

その内容及び費用即   

ならな旦、。  

生俸険医療機関等は、その病院又は診療所碑  
臥前項の療養の内容及び費用に関する事項を掲示しなけ  

ればな  らない。  

（特定嘩整蟄に係る療養の基準等）  

第五条の四 保険医痺機関嘩こ   

規定する選定療養に関して第五条第二項の規定による支払を受   

けようとする場合において、嘩定承認保険医療機関は、療担規   

則第五条の二第二項御   

製互条里三遷三選庄規定する厚生労働大臣が定める療養にヨし   

て国頭の規定による支払を受けようとする場合において、当該   

療養を行うに当たり、その種類及び内容に応じて厚生労働大臣  

（保険外併願嘩牽単に係る療養の基準等）  

第五条の四 促険医痺機関等は、評価療養又は選定療養に関して   

第五条第二項の規定による支払を受けようとする場合におい   

て、当該療養を行うに当たり、その種類及び内容に応じて厚生   

労働大臣の定める基準に生iほか、あらかじめ、患者に対しそ   

の内容及び費用に関して説明を行い、その同意を得なければな   

らない。  

の定める基準に従わなければならない  ほか、あらかじめ、患者   

に対しその内容及び費用に関して説明を行い、その同意を待な   

け叫ばならない。  

2 （略）  2 （略）  

（診療録の記載及び整備） 第八条 保険医療機関等は、第二十二条の規定による診療録に、   
医療及び特定療養費に係る療養の取扱いに閲し必要な事項を記  載し、これを他の診療録と区別して整備しなければならない。  

（診療録の記載及び整備）  

第八各 保険医療機関等は、第二十二条の規定による診．療録に、   

医療及び保険外併用療養費に係る療養の取扱いに関し必要な事   

項を記載し、これを他の診療録と区別して整備しなければなら   

ない。  
●  
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